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多くの人命を奪った東日本大震災、北海道胆振

東部地震や能登半島地震など、道内・日本各地に

おいて特定非常災害や激甚災害となる大きな地

震、水害、土砂災害等、自然災害がもたらす被害

が頻発し、今後も大規模な自然災害の発生が危惧

されている。また、交通事故や不審者犯罪、児童

虐待等、子どもが被害者となる痛ましい事案も顕

在化している。さらに、スマートフォン等やＳＮ

Ｓ、オンラインゲーム等の普及に伴うネット依存、

これらの利用に関わるトラブルや犯罪が増加し

ている。加えて、新たな感染症や熱中症への危機

管理も求められている。このように、子どもたち

を取り巻く危機的状況は多様化し、深刻さを増し

てきている。 

こうした現状において、学校には、安全に関わ

る知識や危険予測、回避能力等を子どもたちに育

んでいく「安全教育」、児童生徒等を取り巻く環

境を安全・安全に整える「安全管理」、これらの

活動を円滑に進めるための「組織活動」に取り組

むことが求められている。 

そのため、校長は、教職員に学校安全に関する

資質・能力の向上を図るとともに、各教科・領域

等を通じて安全教育・防災教育を組織的・計画的

に推進し、子どもの命を守るための諸課題に適切

に対応していかなければならない。 

また、安全で安心な社会づくりの担い手となる

子どもの育成に向け、安全教育や安全管理を円滑

に進めるための校内体制の構築のみならず、家庭

や地域・関係機関とのより一層の連携に努める必

要がある。 

本分科会では、子どもたちの安全・安心を確保

し、家庭や地域・関係機関と連携し対応する体制

づくりや、命を守る安全教育・防災教育を 

推進するための具体的方策と成果を明らかにす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 自ら判断し行動できる子どもを育てる安全

教育・防災教育の推進 

近年の自然災害は想定外の規模で発生し、事前

に予測することは非常に困難である。そこで、学

校では、子どもの安全を確保するための安全・防

災についての学習及び多様な訓練の機会を十分

に確保する必要がある。さらに、「自分の命は自分

で守る。」「自ら判断して行動できる。」という二つ

の意識が育まれるよう、発達段階に応じた体験的

学習を工夫し、危険予測、回避能力を育んでいく

ことが求められている。 

このような視点から、子どもが主体性をもって

災害や事件・事故等から自らの命を守る危険予

測・回避能力をはじめ、自ら判断し行動できる力

の育成を図る防災教育・安全教育の推進に向けた

校長の果たすべき役割と指導性を究明する。 

 

⑵ 家庭や地域・関係機関との連携・協働を図っ

た組織的・計画的な防災教育に関わる取組の推

進 

学校は、子どもの安全を確保するために最大限

の努力をすることが求められている。また、災害

時には地域住民の避難所となるなど、地域防災の

拠点となる役割を担うため、家庭や地域・関係機

関との連携・協働がより重要となる。 

そこで、次世代の地域防災の担い手となる子ど

もが、自らの安全は自らの力で守る「自助」、自ら

の地域は皆で守る「共助」の考え方を理解し行動

できるよう、学校と家庭や地域・関係機関がそれ

ぞれ役割を明確にして協力していく必要がある。

さらに、地域全体の防災力向上のため、地域と連

携・協働した取組の推進が必要となる。このよう

な視点から、家庭や地域・関係機関との連携・協

働を図った組織的・計画的な取組を推進するため

に校長の果たすべき役割と指導性を究明する。 
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第９分科会 「学校安全」 

研究課題 「命を守る安全教育・防災教育の推進と校長の在り方」 

1 「研究課題」のもつ今日的課題性や先見性、意識改革の必要性についての解説 

学校をはじめとして、家庭や社会生活における事故、誘拐や傷害などの犯罪による被害、交通事故、

自然災害、ネットトラブルなど、多くの危険が子どもたちを取り巻いている。特に、地震や台風、局地

的大雨のような特定非常災害や激甚災害などによる重大な自然災害の発生が懸念される。また、新たな

感染症や熱中症による危機管理も求められるようになり、子どもたちを取り巻く危機的状況は多様化し、

深刻さを増している。学校安全が取り組むべき課題は、緊急かつ重要である。 

学校安全は、「安全教育」「安全管理」「組織活動」の三つの主要な活動から構成され、「生活安全」「交

通安全」「災害安全(防災)」の三つの領域からなっている。「生活安全」では、日常生活で起こる事件・

事故災害を取り扱い、児童生徒等が不審者等により危害を加えられる事件も少なくないことから、誘拐

や傷害などの犯罪被害防止も重要な内容の一つとなっている。「交通安全」は、様々な交通場面における

危険と安全が対象である。「災害安全（防災）」には、地震、津波、火山活動、風水（雪）害のような自

然災害はもちろん、火災や原子力災害も含まれている。学校における安全教育においては、児童生徒等

が自他の生命を尊重し、日常生活全般における安全のために必要な事柄を実践的に理解し、生涯を通じ

て安全な生活を送ることができるような態度や能力を養うことが求められている。安全教育は、生活安

全・交通安全・災害安全のそれぞれの分野において行うことが重要であり、特に、子どもの安全を確保

するためには、子ども自身に危険を予測し、危険を回避する能力を養成するよう実践的な安全教育を推

進する必要がある。 

防災教育には、防災に関する基礎的・基本的事項を系統的に理解し、思考力・判断力を高め、働かせ

ることによって防災について適切な意志決定ができるようにすることをねらいとする側面がある。また、

一方で、当面している、あるいは近い将来予測される防災に関する問題を中心に取り上げ、安全の保持

増進に関する実践的な能力や態度、加えて、望ましい習慣の形成を目指して行う側面もある。防災教育

は、児童生徒等の発達段階に応じ、この二つの側面の相互の関連を図りながら、計画的、継続的に行わ

れる。 

各学校においては、子どもの時期から自然災害等の危険に際して、自らの命を守り抜くための「主体

的に行動する態度」等を身に付けさせるために、学習指導要領に基づき関連教科や特別活動など学校の

教育活動全体を通じて、防災教育をはじめとした安全教育への取組を行う必要がある。また、自然災害

等を想定した避難訓練や地域住民・関係機関等と連携した避難所運営訓練を実施するなど、知識のみな

らず実践的な防災教育も重要となっている。 

次世代の地域防災の担い手となる子どもたちが、自らの安全は自らの力で守る「自助」、自らの地域は

皆で守る「共助」の考え方を理解し自他や社会のために行動できるよう、学校・家庭・地域・関係機関

がそれぞれ役割を明確にして協力していく必要がある。さらに、地域全体の防災力向上のため、地域と

連携・協働した防災計画の策定や訓練等の推進が必要となる。 

校長は、教職員に学校安全に関する資質・能力を身に付けさせるとともに、各教科・領域等を通じて

安全教育・防災教育を計画的・組織的に推進し、子どもの命を守るための諸課題に適切に対応していか

なければならない。また、安全で安心な社会づくりの担い手ともなる子どもを育成するために、家庭や

地域社会との連携に努めていかなければならない。 

２ 「研究主題」を究明する視点 

（１）自ら判断し行動できる子どもを育てる安全教育・防災教育の推進 

  ・安全教育・防災教育に関する教職員の資質・能力の向上を図るための取組 

  ・自らの命を守る判断力・行動力を高め、危機回避能力を育む安全教育・防災教育の充実 

（２）家庭や地域・関係機関との連携・協働を図った組織的・計画的な防災教育の取組の推進 

  ・子どもを含む地域全体の防災能力向上を図るための組織的・計画的な取組の在り方 
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  ・安全で安心な社会づくりの担い手となる子どもを育成する家庭や地域・関係機関との連携・協働

の推進 

3 分科会の方向性と「研究視点」に関する参考資料 

 

 

第三章 学校安全 

（学校安全に関する学校の設置者の責務） 

第 26条 学校の設置者は、児童生徒等の安全の確保を図るため、その設置する学校において、事故、

加害行為、災害等（以下この条及び第 29条第３項において「事故等」という。）により児童生徒

等に生ずる危険を防止し、及び事故等により児童生徒等に危険又は危害が現に生じた場合（同条

第１項及び第２項において「危険等発生時」という。）において適切に対処することができるよ

う、当該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

（学校安全計画の策定等） 

第 27条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全点

検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指導、職

員の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策定し、これを実施しなければな

らない。 

（学校環境の安全の確保） 

第 28条 校長は、当該学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全の確保を図る上で支障とな

る事項があると認めた場合には、遅滞なく、その改善を図るために必要な措置を講じ、又は当該措

置を講ずることができないときは、当該学校の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。 

（危険等発生時対処要領の作成等） 

第 29条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の実情に応じて、危険等

発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領（次項に

おいて「危険等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。 

２ 校長は、危険等発生時対処要領の職員に対する周知、訓練の実施その他の危険等発生時におい 

て職員が適切に対処するために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 学校においては、事故等により児童生徒等に危害が生じた場合において、当該児童生徒等及び 

当該事故等により心理的外傷その他の心身の健康に対する影響を受けた児童生徒等その他の関係 

者の心身の健康を回復させるため、これらの者に対して必要な支援を行うものとする。この場合

においては、第 10条の規定を準用する。 

（地域の関係機関等との連携） 

第 30条 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、児童生徒等の保護者との連携を図

るとともに、当該学校が所在する地域の実情に応じて、当該地域を管轄する警察署その他の関係

機関、地域の安全を確保するための活動を行う団体その他の関係団体、当該地域の住民その他の

関係者との連携を図るよう努めるものとする。 

 

 

第４章 初等中等教育の充実 

第 11節 子供の健康と安全  

４ 学校安全の推進  

(1)子供の安全に関する総合的な取組 

平成 21年４月に施行された「学校保健安全法」に基づき、学校安全に係る取組を総合的・効果的に

推進するため、文部科学省は「第 1次学校安全の推進に関する計画」を策定し、学校安全の推進に取

り組んできました。また、令和４年３月 25 日に４年度から８年度の学校安全の推進に関する施策の

基本的方向性と具体的な方策を示した「第３次学校安全の推進に関する計画」が閣議決定されました。

本計画では施策の基本的な方向性として、学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルを構

築し、学校安全の実効性の向上、地域等との連携・協働、子供の視点を加えた安全対策の推進、実践

的・実効的な安全教育の推進、地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育・訓練の実施、事故情

報や学校の取組状況などデータを活用した学校安全の「見える化」、学校安全に関する意識の向上を

「学校保健安全法」                     平成 28年４月施行 

令和５年度   文部科学白書             文部科学省  

http://www.houko.com/00/01/S33/056.HTM#029
http://www.houko.com/00/01/S33/056.HTM#010
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図ることを掲げています。 

(2)学校での子供の安全確保の充実 

学校は児童生徒等が安心して学習を行うことが求められる場所であり、学校においてその安全な環境

を整備し、事件・事故を防止するための取組を進める必要があります。 

 文部科学省では、スマートフォンやＳＮＳの普及に伴う犯罪被害や弾道ミサイルの発射・テロ等の新

たな危機事象など近年の様々な安全上の課題等を踏まえ、学校における安全教育や安全管理の充実に向

けて、学校が危機管理マニュアルを作成する際の参考資料「学校の危機管理マニュアルの作成の手引」

（平成 30年２月）、「学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン」(令和３年６月)等

を作成し活用を促しています。 

 さらに、熱中症事故を防止するため、暑くなる前の４月から各種通知出や文部科学省ウェブサイトに

おける研修資料の配信により注意喚起を行っています。また、令和 4年 9月に発生した静岡県牧之原市

における通園バスへの幼児置き去り事案を踏まえて、関係府省と連携して「こどものバス送迎・安全徹

底プラン」を取りまとめ、学校保健安全法施行規則を一部改正し、送迎用バス利用時の所在確認や、幼

稚園や特別支援学校における安全装置の装備の義務付けを図るとともに、バス送迎における安全の確保

に努めました。さらに５年３月に発生した埼玉県戸田市における中学校への不審者侵入刺傷事案を踏ま

えて、各学校の設置者による危機管理マニュアルの総点検とともに、オートロックシステム等の整備に

ついて補助事業の拡充を行うなど、不審者の学校侵入防止対策に努めています。 

また、令和５年３月３日に、消費者安全調査委員会から、安全点検の手法等の改善について、文部科

学大臣に意見具申があったこと等を踏まえ、６年３月には、教職員の負担を軽減しつつ質の高い安全点

検を実現するための「学校における安全点検要領」を策定しました。さらに、平成 28年に策定した「学

校事故対応に関する指針」についても、「事故に備えた組織的な取組」、「重大事故の国への報告」、「事故

発生時の対応」の観点から、令和 6年 3月に、その実効性の向上を図る改訂を行いました。 

(3)地域ぐるみで子供の安全を守る環境整備 

学校内のみでなく登下校時を含めた子供の安全を確保するためには、地域社会全体で子供の安全を

見守る体制の整備が必要です。 

 そのため、スクールガード・リーダーやスクールガード（学校安全ボランティア）を活用した地域

ぐるみで学校内外における子供の安全を見守る体制の整備に努めています。 

また、登下校の安全を確保するため、これまでも学校、教育委員会、道路管理者、警察等の関係機

関が連携して通学路の交通安全対策に努めるよう促してきました。令和３年６月には、千葉県八街市

において下校中の小学生の列にトラックが衝突し、児童５名が死傷するという痛ましい事故が発生し

たことを受け、国土交通省、警察庁と連携し、全国の自治体に対して通学路における合同点検の実施

を依頼し、点検の結果対策が必要と確認された箇所については、可能なものから速やかに対策を実施

しており、通学路における交通安全の確保に向けた取組を推進しています。 

(4)実践的な安全教育の充実 

学校における安全教育においては、児童生徒等が自他の生命を尊重し、日常生活全般における安全

のために必要な事柄を実践的に理解し、生涯を通じて安全な生活を送ることができるような態度や能

力を養う安全教育を、生活安全・交通安全・災害安全のそれぞれの分野において行うことが重要です。

特に、子供の安全を確保するためには、子供自身が危険を予測し、危険を回避する能力を身に付けら

れるよう実践的な安全教育を推進する必要があります。 

文部科学省は、平成 31年３月に、学校安全の総合的な参考資料である「「生きる力」をはぐくむ学

校での安全教育」を改訂して、各学校等に配布しています。また、令和 2年 3月には教職員の学校安

全に関する資質・能力の向上に資するため、教職員のキャリアステージに応じた eラーニング教材を

開発し、内容を更新しつつ提供しています。 

さらに、「学校安全総合支援事業」において、セーフティプロモーションスクール等の先進事例を踏

まえて、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進めるとともに、各自治体内での国立・私立を

含む学校間の連携を促進する取組等を支援しています。 

このほか、各地方公共団体や学校が、学校安全を推進する上で必要な情報や優れた取組事例を参考

にできるよう、文部科学省や各地方公共団体が作成した資料等を掲載した学校安全ポータルサイトを

開設し、平成 28年４月から運用しています。また、東日本大震災の風化を防ぐ目的として、当時小・
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中学生及び高校生であった方々が、被災した経験を語る動画教材を作成し、ポータルサイトにて公開

しています。 

 

 

 

はじめに（抜粋） 

我が国は、近い将来に発生が懸念されている首都直下型地震や南海トラフ巨大地震、激甚化・頻発化

する豪雨、台風などの計り知れない自然災害のリスクに直面している。また、学校における活動中の事

故や登下校中における事件・事故、ＳＮＳの利用による犯罪など子供の安全を脅かす様々な事案も次々

と顕在化している。 

このような中、学校は、児童生徒が集い、人と人との触れ合いにより、人格の形成がなされる場であ

り、児童生徒等が生き生きと活動し、安心して学べるようにするためには、児童生徒等の安全の確保が

保障されることが不可欠の前提である。 

また、児童生徒は守られるべき対象であることにとどまらず、学校教育活動全体を通じ、自らの安全

を確保することのできる基礎的な資質・能力を継続的に身に付け、自ら進んで安全で安心な社会づくり

に参加し貢献できるようになることが求められる。 

Ⅰ  総論 

学校安全の活動は、「生活安全」、「交通安全」、「災害安全」の各領域を通じて、自ら安全に行

動したり、他の人や社会の安全のために貢献したりできるようにすることを目指す「安全教育」、児

童生徒等を取り巻く環境を安全に整えることを目指す「安全管理」、これらの活動を円滑に進めるた

めの「組織活動」という３つの主要な活動から構成されている。特に、組織活動については、安全教

育と安全管理を相互に関連付けるものであるとともに、校内体制の構築のみならず、学校安全に関わ

る活動の担い手となりうる学校外の多様な主体との連携が求められるものである。 

Ⅱ 学校安全を推進するための方策 

２．家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進 

（１）家庭、地域との連携・協働の推進 

登下校の見守りをはじめとする児童生徒等を取り巻く学校安全上の課題に対して、学校や教職員が

その全てを担うことは困難である。特に、平素からの学校と家庭・地域との関係づくりが非常時に児童

生徒等の命や安全を守ることにつながることからも、家庭や地域との連携・協働の推進が不可欠であ

る。また、「子供の安全」について、学校と児童生徒等・家庭・地域の関係者それぞれの役割を確認す

る場を設けることで、例えば、地域ごとに実施される防災訓練において児童生徒等の役割が設定され、

児童生徒等が主体的に安全の確保に向けて取り組むことにつながるなど、学校と地域の連携・協働と学

校安全の双方が推進されることも期待できるものである。このため、学校は、例えば、地域学校安全委

員会や学校警察連絡協議会等の設置・活用や、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）や地域

学校協働活動16などの学校と地域の連携・協働の仕組みを活用することにより、地域の関係者との情報

共有や意見交換を日常的に行うことや、学校安全の観点を組み入れた学校運営や地域ぐるみでの防犯・

交通安全・防災等の取組を行うことが必要である。国は、コミュニティ・スクール等の仕組みを活用し

た学校と地域の連携・協働による安全教育の充実が図られるよう、学校安全に関する知識・経験を有す

る地域人材の育成を支援する。また、国は、学校における学校安全の取組の質の向上に向けた専門的知

見の更なる活用を推進するため、地域の大学等の研究機関や専門機関と連携し、各地域における外部専

門家の活用に関するモデル的な取組を支援する。 

また、例えば、学校での安全点検や児童生徒等の見守り活動、学校の所在する自治体における通学路

の交通安全の確保に関する推進体制等においてＰＴＡ等の参画を推進するなど、子供や保護者の視点か

らの取組を推進する。国は、子供の見守り活動等に参画する地域の人材確保が課題となっている実情も

踏まえ、地域と連携した学校安全の取組について情報収集や調査研究等を行うことなどを通じて、効率

的で継続が可能な取組について検討し、その普及を図る。 

 

３．学校における安全に関する教育の充実 

 （1）安全教育に係る時間の確保 

第３次学校安全の推進に関する計画      文部科学省 令和 4年 3月 25日  

第９分科会 学校安全 -４- 
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我が国は、地震、津波、豪雨などによる自然災害の発生が国土の面積に比して非常に多く、いつど

こで暮らしていても自然災害に遭う可能性がある。一度発生すれば甚大な被害を被る自然災害から命

を守るための安全教育の重要性について学校関係者は改めて認識を強く持つべきである。安全教育に

おいては、児童生徒等がいかなる状況下でも自らの命を守り抜き、安全で安心な生活や社会を実現す

るために主体的に行動する態度を育成することや、東日本大震災の教訓も踏まえ、児童生徒等が危険

を予測し、回避する能力を育成することが重要である。学校における安全教育のための時間の確保に

ついては、その必要性が第１次計画の策定時から指摘されているところであり、地域によっては、安

全教育に取り組む時間数を設定することを推進する取組も見られている。国は、学習指導要領の下、

各学校における安全教育が保健体育をはじめ関連する教科等で体系的に実施され、その指導の充実が

図られるよう、好事例を周知することや「学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」におい

て実施状況等を定期的に把握し、公表していくことにより、各学校が学校安全計画に安全教育を取り

扱う時間を適切に位置付け、年間の指導時間の確保に取り組むことを推進する。 

(2) 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実 （防災教育の重要性・必要性）（抜粋） 

  甚大な被害をもたらした東日本大震災から 10 年余りが経過し、震災の記憶が風化し取組の優先順位

が低下することが危惧されている。日本国内は、いかなる場所においても大きな地震が起こり得るも

のであり、予期せぬ地震の発生に対する備えは、学校の所在地に関わらず取組を進める必要がある。 

また、首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模災害の発生が懸念されているだけでなく、近年 

は気候変動等の影響も受けた、豪雨、台風による河川の氾濫、土砂崩れなどの気象災害の激甚化・頻

発化、さらには火山災害などが懸念されている。各自治体においては、地域の災害リスクを踏まえ、

ハザードマップを適時適切に見直すことが重要である。学校においては、これらの最新のハザードマ

ップなども活用した事前防災の体制強化及び実践的な防災教育の推進が喫緊の課題として求められて

いる。 

  防災教育は、単に生命を守る技術の教育として狭くとらえるのではなく、どのような児童生徒等の資

質・能力を育みたいのかという視点から「防災を通した教育」と広く捉えることも必要である。防災教

育には、災害時に自分と周囲の人の命を守ることができるようになるという効果とともに、児童生徒等

の主体性や社会性、郷土愛や地域を担う意識を育む効果や、地域と学校が連携して防災教育に取り組む

ことを通じて大人が心を動かされ、地域の防災力を高める効果も期待される。自然災害に関する教育を

行う際には、自然がもたらす恩恵などについて触れることにより、児童生徒等が自身の暮らす地域に対

する理解を深めることができるようにすることへの配慮も必要である。 

 

 

 

１ 学校安全の定義（抜粋） 

（1） 学校安全のねらい、領域、活動 

  学校安全のねらいは、児童生徒等が、自他の生命尊重を基盤として、自ら安全に行動し、他の人

や社会の安全に貢献できる資質・能力を育成するとともに、児童生徒等の安全を確保するための環境

を整えることである。 

学校安全の領域としては、「生活安全」「交通安全」「災害安全（防災と同義。以下同じ。）」の

３つの領域が挙げられる。 

① 「生活安全」：学校家庭など日常生活で起こる事件、事故を取り扱う。誘拐や障害などの犯罪被害 

防止も含まれる。 

② 「交通安全」：様々な交通場面における危険と安全、自己防止が含まれる。 

③ 「災害安全」：自身・津波災害、火山災害、風水（雪）害等の自然災害に加え、火災や原子力災害 

も含まれる。 

加えて、近年、スマートフォンやＳＮＳの普及など児童生徒等を取り巻く環境の変化や学校を標的とし

た新たな危機事象も懸念されている。学校を取り巻く危機事象は、時代や社会の変化に伴って変わって

いくものであり、従来想定されなかった危機事象の出現などに応じて、学校安全の在り方を柔軟に見直

していくことが必要である。 

「生きる」力をはぐくむ学校での安全教育      文部科学省 平成 31年 3月  
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子どもたちを取り巻く環境は急激に変化し、学

校が対応しなければならない危機は、風水害など

の自然災害のみならず、様々な感染症や食物アレ

ルギー、大気汚染被害の課題など多岐にわたって

いる。さらに、いじめや不登校、暴力行為等、生

徒指導上の問題は依然深刻な状況となっており、

児童虐待・ヤングケアラーの増加やスマートフォ

ンなどによるネットいじめなど様々な課題が生

じている。 

 学校は、児童が安全に集い、人と人との触れ合

いにより、人格の形成がなされる場であり、児童

が生き生きと活動し、安心して学べるようにする

ためには、児童の安全の確保が保障されることが

不可欠の前提である。 

そのため、学校には、子どもたちの安全を守り、

安心して学習や諸活動に取り組むことができる

環境を整備することが求められる。さらに、事件・

事故等の未然防止や適切な対応など学校危機管

理体制の確立とともに、教職員及び子どもたち一

人一人が危機対応力を高めていけるよう努めな

ければならない。 

 校長は、教職員が様々な危機に対応できるよう

に、危機管理意識を高めるとともに、学校の危機

管理体制の充実・改善を進めていく必要がある。

また、日常的に起こりうる危機を想定しながら、

保護者や地域、関係機関との連携・協働を図り、

共に子どもたちの安全・安心を確保していく体制

づくりを推進することが重要である。 

 本分科会では、多岐にわたる様々な危機から子

どもの生命と安全を守る対応の在り方と危機の

未然防止のための具体的な方策や危機管理能力

の育成、組織体制づくり、関係機関との連携・協

働等、校長の役割と指導性、リーダーシップにつ

いて明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

⑴  いじめ・不登校等への適切な対応と体制づ

くり 

 いじめや不登校等への対応は学校における重

要課題の一つである。また、社会的にも大きな問

題として取り上げられ、保護者や地域の関心も高

い。 

学校は、いじめや不登校等に対する予防的取組

を図ることを含め、教職員間で情報を共有しなが

ら、組織的に対応することが必要である。さらに、

いじめや不登校等の問題への取組については、保

護者や地域等への説明責任を果たすことが求め

られる。 

 また、学校は予防的な取組として、児童に道徳

性や規範意識等を養うとともに、子どもたち自身

がいじめ防止等に主体的に向かう態度を育む取組の

推進を図ることが重要である。さらに、問題発生の

兆しに対して学校全体で早期に対応するなど、各

学校の「いじめ防止基本方針」に基づく取組の推

進を図っていく必要がある。 

 このような視点に立ち、いじめや不登校等への

適切な対応のための取組を推進する上での、校長

の果たすべき役割と指導性を究明する。 

⑵ 教職員の高い危機管理能力の育成と未然防

止に向けた組織体制づくり 

 学校は、様々な危機への対応について、教職員

の共通理解の下、組織的で機動的な対応を図り、

より一層高い危機意識と対応能力の向上が求め

られる。校長は、子どもを取り巻く社会情勢の変

化や教育課題を的確に把握し、教職員の危機意識

や危機対応能力を育成しなければならない。その

ために、危機管理マニュアルや学校安全計画等の

改善・更新を図り、組織体制づくりや研修の実施、

保護者・地域との信頼関係の構築、外部人材や関

係機関との連携・協働を着実に進めていく必要が

ある。 

 このような視点に立ち、教職員の高い危機管理

能力の育成と未然防止に向けた組織体制づくり

を推進する上での、校長の果たすべき役割と指導

性を究明する。 

第10分科会 危機対応 

Ⅳ 危機管理  研究課題 様々な危機への対応、未然防止の体制づくりと 

校長の在り方 

 
分科会の趣旨 研究の視点 
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第１０分科会 「危機対応」 

研究課題 「様々な危機への対応、未然防止の体制づくりと校長の在り方」 

 

１ 「研究課題」のもつ今日的課題性や先見性、意識改革の必要性についての解説 

子どもたちを取り巻く社会的な環境は日々激しく変化し、子どもたちの心身に大きな影響を与えて

いる。家庭においても、少子化や核家族化を背景に、兄弟姉妹が切磋琢磨し、祖父母から継承的な文

化を学ぶといった生活体験が減少してきている。また、児童虐待やヤングケアラーの増加等の問題が

指摘されている。さらに、地域社会においては、地縁的な連帯が弱まり、地域における人間関係の希

薄化が進むとともに、子どもたちの心の糧となる生活体験や自然体験・社会体験など地域における体

験活動が失われてきているといわれている。 

このような環境で育ってきている今日の子どもたちは、社会性や自己責任の観念が十分に育まれ

ず、反社会的な行為は子どもであっても許されないという認識が身に付いていない傾向が見られる。

また、他者を思いやる温かい気持ちをもつことや、望ましい人間関係を築くことが難しくなってきて

いるとも言われ、子どもたちの生活に情報機器が普及・浸透することなどにより、子どもたちが多種

多様な情報に接したり発信したりすることが容易になってきている。そのことがスマートフォンなど

による「ネットいじめ」に代表されるように、子どもたちの望ましい人間関係の構築を阻害し、いじ

めや不登校という現象の表出にもつながっていると考えられる。 

このような憂慮すべき問題を直視し、幅広い観点から心の問題を見直し、社会全体が一体となって

必要かつ適切な取組を進めていくことが今日の喫緊の課題となっている。 

 また、学校における危機管理とは、 

 （１）児童生徒及び教職員の安全を確保すること 

（２）学校と児童生徒・保護者・地域社会との信頼関係を保つこと 

（３）組織的で迅速かつ的確な対応により、学校を安定した状態にすること 

を目的として、危機を予知・回避するための方策を講じるとともに、危機発生時には被害や問題を最

小限にとどめるために適切な対応をとることである。 

校長は、教育目標を達成するために欠くことのできない重要な機能の一つとして健全育成を捉え、

教育課程における特定の領域や内容に偏ることなく、学校の教育活動すべてにわたって十分に作用さ

せるようにすることが必要である。また、日常的に起こりうる危機を想定した家庭や地域・関係機関

との連携・協働体制を確立しておくとともに、あらゆる教育活動の場面で、全教職員の協働的な取組

を展開するようにリーダーシップを発揮することが求められている。 

 

２ 「研究課題」を究明する視点 

(1) いじめや不登校等への適切な対応と体制づくり 

  ・子どもの悩みや相談などの情報を学校全体で共有し、チームで対応するための組織づくり 

・いじめや不登校の未然防止に向けた望ましい人間関係を育む教育活動の推進 

(2) 教職員の高い危機管理能力の育成と未然防止に向けた組織体制づくり 

  ・教職員の危機意識・危機対応能力を高めるための研修や組織体制づくり 

  ・地域や家庭・関係機関との連携・協働を図り、児童の自主性と連帯性を育むための校長の 

リーダーシップ 
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３ 分科会の方向性と「研究視点」に関する参考資料 

 

 
第Ⅱ部 個別の課題に対する生徒指導 
第 4章 いじめ 
4.3 いじめに関する生徒指導の重層的支援構造 

全ての児童生徒を対象に、①発達支持的生徒指導として、人権教育や市民性教育を通じて、「多様
性を認め、他者を尊重し、互いを理解しようと努め、人権侵害をしない人」に育つように働きかけた
り、②課題未然防止教育として、道徳科や学級・ホームルーム活動等において法や自校のいじめ防止
基本方針の理解を深めるとともに「いじめをしない態度や能力」を身に付けるための取組を行ったり
します。 
さらに、③課題早期発見対応として、日々の健康観察、アンケート調査や面談週間を実施するなど

していじめの兆候を見逃さないようにして、早期発見に努めます。予兆に気付いた場合には、被害（被
害の疑いのある）児童生徒の安全確保を何よりも優先した迅速な対処を心がけます。同時に、学校い
じめ対策組織へ状況を報告し、継続的な指導・援助が必要な場合は、④困難課題対応的生徒指導とし
て、丁寧な事実確認とアセスメントに基づいて、いじめの解消に向けた適切な対応を組織的に進めま
す。保護者とも連携しながら、被害児童生徒の安全・安心を回復するための支援と心のケア、加害児
童生徒への成長支援も視野に入れた指導、両者の関係修復、学級の立て直しなどが目指されます。 
各学校においては、いじめの認知率を高め、「いじめを見逃さない」という姿勢を教職員間で共有

するとともに、次の段階の取組として、いじめを生まない環境づくりを進め、児童生徒一人一人がい
じめをしない態度・能力を身に付けるように働きかけることが求められます。 

4.3.1 いじめ防止につながる発達支持的生徒指導（抜粋） 
児童生徒が「多様性を認め、人権侵害をしない人」へと育つためには、学校や学級が、人権が尊重

され、安心して過ごせる場となることが必要です。こうした学校・学級の雰囲気を経験することによ
って、児童生徒の人権感覚や共生感覚は養われます。 
したがって、「全ての児童生徒にとって安全で安心な学校づくり・学級づくり」を目指すことも、

いじめ防止につながる発達支持的生徒指導と捉えることができます。その際、児童生徒の基本的人権
に十分に配慮しつつ、次のような点に留意することが重要です。 
①「多様性に配慮し、均質化のみに走らない」学校づくりを目指す 
② 児童生徒の間で人間関係が固定されることなく、対等で自由な人間関係が築かれるようにする 
③「どうせ自分なんて」と思わない自己信頼感を育む 
④「困った、助けて」と言えるように適切な援助希求を促す 

4.3.2 いじめの未然防止教育（抜粋） 
(1) いじめる心理から考える未然防止教育の取組 

学校においては、道徳科や学級・ホームルーム活動などの時間に、実際の事例や動画などを教材に
児童生徒同士で検討したり、いじめ場面のロールプレイを行ったりするなど、体験的な学びの機会を
用意することが求められます。児童生徒がいじめの問題を自分のこととして捉え、考え、議論するこ
とにより、いじめに対して正面から向き合うことができるような実践的な取組を充実させることが、
いじめの未然防止教育として重要です。 

(2) いじめの構造から考える未然防止教育の方向性 
いじめはいじめる側といじめられる側という二者関係だけで生じるものではありません。「観衆」

としてはやし立てたり面白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与える「傍観者」の存在によっ
て成り立ちます。 
いじめを防ぐには、「傍観者」の中から勇気をふるっていじめを抑止する「仲裁者」や、いじめを

告発する「相談者」が現れるかどうかがポイントになります。日本のいじめの多くが同じ学級・ホー
ムルームの児童生徒の間で発生することを考えると、学級・ホームルーム担任が、いじめられる側を
「絶対に守る」という意思を示し、根気強く日常の安全確保に努める取組を行うなどして担任への信
頼感と学級・ホームルームへの安心感を育み、学級・ホームルーム全体にいじめを許容しない雰囲気
を浸透させることが重要です。 

(3) いじめを法律的な視点から考える未然防止教育 
倫理や道徳、人間関係のモラルという観点から未然防止教育を進めることの重要性は言うまでもあ

りません。しかし、改めて、児童生徒が、いじめは人格を傷つける人権侵害行為であり、時には身体・
生命・財産の安全を脅かす犯罪行為にもなるという認識と、被害者と社会に対する行為の結果への顧
慮と責任があるという自覚を持つように働きかけることも必要です。 

4.3.3 いじめの早期発見対応（抜粋） 
(1) いじめに気付くための組織的な取組 

主ないじめ発見のルートとしては、・アンケート調査 ・本人からの訴え ・当該保護者からの訴
え ・担任による発見などが挙げられます。アンケートを実施するに当たっては、いじめを受けてい
る児童生徒が「見られたらどうしよう」といった心配をせずに記入できたり、具体的ないじめの態様

生徒指導提要             文部科学省  令和 4年 12月 
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ごとの項目を設けて体験の有無を尋ねるなどして精度を高めたりする工夫が必要です。 
(2) いじめへの対応の原則の共通理解 
① いじめられている児童生徒の理解と傷ついた心のケア ② 被害者のニーズの確認  
③ いじめ加害者と被害者の関係修復 ④ いじめの解消 

4.3.4 重大事態に発展させない困難課題対応的生徒指導の実際（抜粋） 

いじめの問題が複雑化し、対応が難しくなりがちなケースとして、次のような状況が考えられます。 

① 周りからは仲がよいと見られるグループ内でのいじめ ② 閉鎖的な部活動内でのいじめ 

③ 被害と加害が錯綜しているケース 

④ 教職員等が、被害児童生徒側にも問題があるとみてしまうケース 

⑤ いじめの起きた学級・ホームルームが学級崩壊的状況にある場合 

⑥ いじめが集団化し孤立状況にある（と被害児童生徒が捉えている場合も含む。）ケース 

⑦ 学校として特に配慮が必要な児童生徒が関わるケース 

⑧ 学校と関係する児童生徒の保護者との間に不信感が生まれてしまったケース 

このようなケースについては、できるだけ早い段階から、SC や SSW 等を交えたケース会議で丁寧

なアセスメントを行い、多角的な視点から組織的対応を進めることが求められます。 

ケース会議においては、①アセスメント（いじめの背景にある人間関係、被害児童生徒の心身の傷

つきの程度、加害行為の背景、加害児童生徒の抱える課題等）を行い、②アセスメントに基づいて、

被害児童生徒への援助方針及び加害児童生徒への指導方針、周囲の児童生徒への働きかけの方針につ

いてのプランニングを行います。 

ケース会議後に、③被害児童生徒及び保護者に対して、確認された事実、指導・援助方針等につい

て説明し、同意を得た上で、④指導・援助プランを実施し、さらに、⑤モニタリング（３か月を目途

に、丁寧な見守り、被害児童生徒及び保護者への経過報告と心理的状態の把握等）を行う、という流

れになります。 

第 10章 不登校 

10.3 不登校に関する生徒指導の重層的支援構造 

10.3.1 不登校対策につながる発達支持的生徒指導（抜粋） 

(1) 魅力ある学校づくり・学級づくり 

全ての児童生徒にとって、学校、とりわけ所属する学級・ホームルームが安全・安心な居場所とな

るような取組を行うことが重要です。児童生徒が、「自分という存在が大事にされている」「心の居

場所になっている」「学校が自分にとって大切な意味のある場になっている」と実感できる学級・ホ

ームルームづくりを目指すことが求められます。特に、入学直後や学級・ホームルーム替え後の時期

は、人間関係を一から構築する大切な節目です。学級・ホームルーム担任は、日々の授業や特別活動

を通し、全ての児童生徒にとって個々の学びを保障する分かりやすい授業を工夫し、学級・ホームル

ームが安心して楽しく過ごせる雰囲気になるような居場所づくり・集団づくりを進めることが求めら

れます 

(2) 学習状況等に応じた指導と配慮 

不登校の原因として、学業の不振がその一つとなっている場合があります。授業において、児童生

徒一人一人の学習状況等を把握した上での「指導の個別化」や児童生徒の興味・関心に応じた「学習

の個性化」を目指して、個別最適な学びを実現できるような指導の工夫をすることが大切です。「ど

の児童生徒も分かる授業」、「どの児童生徒にとっても面白い授業」を心がけることで、全ての児童

生徒が、学業への意欲を高めたり、学級・ホームルームでの自己存在感を感受したりすることが可能

になります。 

10.3.2 不登校対策としての課題未然防止教育（抜粋） 

(1) SOS を出すことの大切さ 

児童生徒が自らの精神的な状況について理解し、安心して周囲の大人や友人に SOS を出す方法を

身に付けるための教育の推進が求められています。それに加えて、養護教諭や SC、SSW を活用した

心身の健康の保持増進に関する教育や保護者を対象とした親子関係や思春期の心理等について学ぶ

学習会などを併せて実施していくことが重要です。 

(2) 教職員の相談力向上のための取組 

児童生徒が発する SOS を受けとめるためには、教職員が、児童生徒の状況を多面的に把握するた
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めの研修等を行い、教職員の意識改革を目指すことが求められます。 

他方、児童生徒の健康状況や気持ちの変化等を可視化するためのツールの開発も進められつつあり

ます。そうしたツールを有効に活用するためにも、学級・ホームルーム担任と教育相談コーディネー

ター、養護教諭、SC や SSW などが連携して、多角的・多面的な児童生徒理解を可能にする教育相談

体制を築くことが重要です。 

10.3.3 不登校対策における課題早期発見対応（抜粋） 

(1) 教職員の受信力の向上と情報共有 

児童生徒理解は、児童生徒の日常に継続的に関わる教職員だからこそできることであり、毎日見て

いるという強みを生かして、「ちょっとした変化」「小さな成長」に気付くことも可能になります。

そのためにも、日頃から児童生徒の言葉・行動・表情に気を配ると同時に、友人関係や教職員との関

係や、学業成績まで、幅広い事項について児童生徒の変化や成長に対するアンテナを高くしておく必

要があります。 

(2) 保健室・相談室との連携 

保健室では、心身の不調などの訴えに対して、養護教諭による相談等が行われます。相談室も、SC 

等が在席している日は、休み時間や放課後などを中心に個別の相談に応じます。その際、児童生徒の

話を受け止める養護教諭や教育相談コーディネーター、SC、SSW 等と学級・ホームルーム担任、教科

担当教員等が連携し、適切に情報を共有することで、心身に不調のある児童生徒を早期に把握し、継

続的に休み始める前に関わることが可能になります。 

(3) 保護者との日頃からの関係づくり 

児童生徒は学校や家庭、地域等において様々な人間関係の中で生活しています。家族との衝突が学

校での反抗的な態度につながったり、家庭でのトラブルがもとになり気持ちが沈んでしまったりと、

心身の不調の背景に家庭の要因が関係していることも少なくありません。その意味からも、不登校の

予兆の早期発見・対応において教職員と保護者との信頼関係に基づく情報共有が不可欠と言えます。

一方で、児童生徒が不登校になることで不安や焦りを感じている保護者へのカウンセリング等を通じ

た支援も重要です。 

10.3.4 不登校児童生徒支援としての困難課題対応的生徒指導（抜粋） 

(1) ケース会議による具体的な対応の決定 

休みが続く児童生徒個々の状況や支援ニーズについては、日頃の状況をよく把握している学級・ホ

ームルーム担任や養護教諭、生徒指導担当教諭や教育相談コーディネーター等とともに、SC、SSW 等

とも連携の上、ケース会議において、児童生徒や学級への的確なアセスメントを行い、支援の目標や

方向性、具体的な対応策などを検討するなどして、実効的なチーム支援の体制を構築することが求め

られます。 

 また、児童生徒理解に終わるのでなく、次の一歩となる具体的な支援方法（校内での支援体制で支

えるのか、学校外の関係機関の力を借りるのか、その場合は、具体的にどの機関と連携するのか等）

まで検討することが肝要です。 

(2) 校内における支援 

教室に居場所感が持てない児童生徒の避難場所として、また一旦不登校になったものの学校に戻り

たいと思った際の通過点として、別室登校を行うことは珍しくありません。 

別室として、保健室や相談室、別室用の小部屋などを用意している学校も増えてきました。また、

図書室や校長室などを不登校児童生徒の居場所としている学校もあります。これら以外にも、教室と

は別の場所に校内教育支援センター（いわゆる校内適応指導教室） を設置し、学習支援や相談活動を

行う学校も見られます。 

(3) 家庭訪問の実施 

家庭訪問の目的の一つは、教職員が児童生徒を「気にかけている」というメッセージを伝えるとと

もに、安心させることにあります。本人と直接会えない場合は、保護者と話をしたり、持参したプ

リント類を置いてきたりするだけでも十分に意味があります。登校を強く促したり、勉強の不安を

喚起したりするなどの対応は、児童生徒にとって苦しく受け入れがたい関わりとなります。 

(4) 校外の関係機関等との連携 

不登校の状態像が多様化する中、学校内の支援だけでは十分ではないケースも見られます。個々の

不登校の状態や背景要因を適切にアセスメントし、教育センター相談室、教育支援センター、フリー
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スクール、児童相談所、クリニックなど、その児童生徒に合った関係機関につなぐ支援が必要になる

場合もあります。また、関係機関だけでなく、不登校特例校や夜間中学など、児童生徒を多様な学び

の場につなぐ支援も必要です。 

(5) 家庭や保護者を支える 

不登校の子供を持つ保護者は、我が子の将来を案じ、自分の子育てが間違っていたのかと悩み、児

童生徒の将来について不安を抱えていることが少なくありません。そうした保護者とは、児童生徒へ

の支援等に先立ち、信頼関係を築くことが重要です。 
 
 
 
第 3章 学校における安全管理 
第１節 学校における安全管理の考え方 ポイント 
〇学校における安全管理は、事故の要因や危険を早期に発見し、速やかに除去するとともに、万が一、
事故等が発生した場合に、適切な応急手当や安全措置ができるような体制を確立して、児童生徒等
の安全の確保を図るようにすることである。 

〇安全管理は、安全教育と一体的な活動を展開することによって、初めて学校における安全が確保で
きるため、学校安全計画や危機管理マニュアル作成時には十分留意し、実効的なものとする必要が
ある。 

第２節 事故等の未然防止のための安全管理 ポイント 
〇事前の安全管理は、事故等の未然防止と事故発生後の的確な対処への備えの両面がある。 
〇全ての学校及び全ての教職員は、日頃から組織的に安全管理に取り組む体制を整備するとともに、
学校環境や学校生活、通学路等の点検を通して危険な箇所や場面を抽出・分析・管理し、ＰＤＣＡ
サイクルの中で、改善を重ねていくこと、実際の事故発生時の対応手順や体制についてあらかじめ
十分準備しておくことが重要である。 

第３節 事故等の発生に備えた安全管理 ポイント 
〇事故等が発生した際、児童生徒等の生命と健康を最優先に迅速かつ適切な対応を行うことが重要で
ある。そのため、組織として機動的に対応できる救急及び緊急連絡体制を整えておくとともに、迅
速かつ適切な手当ができるよう、日頃から全ての職員がその手順について理解し、身に付けておく
ことが大切である。 

〇さらに、学校への不審者侵入時や登下校時・校外活動時における事故等発生時、地域・学校の実情
を踏まえて起こり得る危険が発生したときなど、個別の場面を想定し、できる限り具体的に手順を
定め、教職員のみならず関係者等にも共有しておくことが重要である。  

第４節 災害発生時の対応（火災、地震・津波災害、火山災害、風水（雪）害等の気象災害、原子力災
害等発生時）  
１ 緊急連絡体制の整備 
学校及び周辺で起こり得る様々な災害について、災害時又は災害が発生するおそれがあるときにお

ける情報連絡を的確かつ円滑に行うため、自治体や教育委員会等の定める計画を踏まえて、学校と教
育委員会、防災担当部局との間の情報連絡手段・体制の整備を図るとともに、教職員間、学校と保護
者・児童生徒等や地域の関係機関・団体との間の情報連絡体制を整えておく必要がある。 
災害によっては、電話、携帯電話、メールなどの通信手段が利用できなくなることを考え、それ以

外の連絡方法や、災害発生時の措置をあらかじめ定めておくことも必要である。特に児童生徒等の下
校や引渡しについては、災害の種類と程度に応じた基本的パターンを定め、保護者と事前に共通理解
を図っておく必要がある。児童生徒等の在宅中（登校前・休日・夜間等）に災害が発生した場合や災
害に関する警報が発表された場合、若しくは避難勧告等が発令された場合の登校や休校についても、
できる限り事前に設置者等と協議 8 し、同様に基本パターンを決めてあらかじめ保護者に周知する。 
なお、災害発生時等に実際に機能するよう、様々な場面・状況（授業中、休み時間や放課後、登下

校中、校外学習中、休日の課外活動中等）における児童生徒等の安全確保策や連絡体制を明確にして
危機管理マニュアルに盛り込むとともに、訓練等を行うことも大切である。 

第５節 事後の対応と学校事故対応 ポイント 
〇危機が一旦おさまった後、速やかに児童生徒等の安否確認、必要に応じて学校での待機・保護者へ
の引渡しを行うとともに、教育活動の再開に向けて動き出す。これらをスムーズに行うためには、
ルールづくりなど事前の準備が必要である。 

〇また、必要に応じて児童生徒等への心のケアを十分に実施することが重要である。 
〇さらに、事故等については、必要に応じて、その背景や要因について、調査・検証を行い、適切に
関係者に情報を共有するとともに、再発防止につなげることが重要である。 
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